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・岩手県内の健康診断結果と健康保持増進

・定期健康診断結果報告等提出の電子申請

の義務化

・リスクアセスメント対象物の健康診断

・化学物質管理強調月間

・治療と仕事の両立支援

https://jsite.mhlw.go.jp/iwate-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/anzen_eisei/toukei-kenan.html#T2
https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp/
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https://cheminfo.johas.go.jp/try.html
https://www.jisha.or.jp/campaign/kagaku/index.html
https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp/


・岩手県内の健康診断結果と健康保持増進

https://jsite.mhlw.go.jp/iwate-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/anzen_eisei/toukei-kenan.html#T2


岩手県内の健康診断の有所見率

4

(注)労働者数５０人以上の規模の事業場が提出する定期健康診断結果報告書による。

（「令和５年における岩手の安全衛生」から
https://jsite.mhlw.go.jp/iwate-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/anzen_eisei/toukei-kenan.html#T2 ）

https://jsite.mhlw.go.jp/iwate-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/anzen_eisei/toukei-kenan.html#T2


岩手県内の健康診断の有所見率

5(注)労働者数５０人以上の規模の事業場が提出する定期健康診断結果報告書による。

※
※

※



岩手県内の健康診断の有所見率

6
(注)労働者数５０人以上の規模の事業場が提出する定期健康診断結果報告書による。



岩手県内の健康診断の有所見率

7

(注)労働者数５０人以上の規模の事業場が提出する定期健康診断結果報告書による。



健康診断結果を踏まえた健康保持増進対策

8
(注)中央労働災害防止協会（中災防）ホームページから https://www.jisha.or.jp/health/thp/index.html

https://www.jisha.or.jp/health/thp/index.html


健康診断結果を踏まえた健康保持増進対策
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＜岩手県＞
転倒災害は労働災害
全体の30.0％(R5)

平均休業日数
39日(R5)

↓

・設備対策
・身体機能の維持・
向上

（転倒災害の防止
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/tentou1501.html ）

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/tentou1501.html


・定期健康診断結果報告等提出の電子申請

の義務化

https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp/
https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp/


←項目改正

定期健康診断結果報告等提出の電子申請の義務化
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https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp/

https://www.e-gov.go.jp/

https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp/
https://www.e-gov.go.jp/


定期健康診断結果報告等提出の電子申請の義務化
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＼スマートフォンからの電子申請も可能です／

入力支援サービスを活用した電子申請はこちらから ▶

https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp/

https://www.chohyo-shien.mhlw.go.jp/


・リスクアセスメント対象物の健康診断

https://cheminfo.johas.go.jp/try.html


職場における化学物質管理の課題

個別規制の対象外となっている化学物質による労働災害が全体の約８割

製造業
46%

建設業
14%

商業
12%

接客娯楽
6%

清掃・と畜
7%

その他
15%

出典：労働者死傷病報告

＜化学物質による労働災害発生状況（令和３年）＞

起因物 件数

有害物 156

爆発性の物等 13

可燃性のガス 38

爆発性の物等 16

その他の危険物、有害物 249

合計 472

化学物質の性状に関連の強い労働災

害（有害物等との接触、爆発、火災

によるもの）が年間約500件発生

製造業のみならず、建設業、

第三次産業における労働災

害も多い

件数
（平成30年）

障害内容別の件数(重複あり)

中毒等 眼障害 皮膚障害

特別規則対象物質 77 (18.5％)
38

(42.2％)
18

(20.0％)
34

(37.8％)

特別規則以外のＳＤ
Ｓ交付義務対象物質

114 (27.4％)
15

(11.5％)
40

(30.8％)
75

(57.7％)

ＳＤＳ交付義務対象
外物質

63 (15.1％)
5

(7.5％)
27

(40.3％)
35

(52.2％)

物質名が特定できて
いないもの

162 (38.9％)
10

(5.8％)
46

(26.7％)
116

(67.4％)

合計 416  
68

(14.8％)
131

(28.5％)
260

(56.6％)

出典：労働者死傷病報告

出典：労働者死傷病報告

○ 作業環境測定の結果が、直ちに改善を必要とする第三管理

区分と評価された事業場の割合が増加傾向。

有害作業の種類

作業環境測定の結果
第三管理区分の割合

H8年 H13年 H18年 H26年 R元年

粉じん作業 5.7％ 5.6％ 7.4％ 7.7％ 6.6％

有機溶剤業務 3.8％ 3.3％ 4.3％ 5.0％ 3.7％

特定化学物質の
製造・取扱い業務

1.2％ 1.2％ 2.9％ 5.7％ 4.2％

14



労働安全衛生法における新たな化学物質規制の概要

（限られた数の）特定の化学物質に対して

（特別則で）個別具体的な規制を行う方式

危険性・有害性が確認された全ての物質を対象と

して、以下を事業者に求める。

⚫ ばく露を最小限とする（危険性・有害性が確

認されていない物質については、努力義務）

⚫ 国が定める濃度基準がある物質は、ばく露が

濃度基準を下回る

⚫ これらを達成するための手段については、リ

スクアセスメントの結果等に基づき、事業者

が適切に選択する

特別則で未規制の物質

を主眼として

15

https://cheminfo.johas.go.jp/try.html


新たな化学物質規制項目の施行期日

2023(R5).4.1 2024(R6).4.1

化
学
物
質
管
理
体
系
の
見
直
し

名称等の表示・通知をしなければならない化学物質の追加

ばく露を最小限度にすること
（ばく露を濃度基準値以下にすること）

ばく露低減措置等の意見聴取、記録作成・保存

皮膚等障害化学物質への直接接触の防止
（健康障害を起こすおそれのある物質関係）

衛生委員会付議事項の追加

化学物質によるがんの把握強化

リスクアセスメント結果等に係る記録の作成保存

化学物質労災発生事業場等への監督署長による指示

リスクアセスメント等に基づく健康診断の実施・記録作成等

がん原性物質の作業記録の保存

実
施
体
制
の

確
立

化学物質管理者・保護具着用責任者の選任義務化

雇入れ時等教育の拡充

職長等に対する安全衛生教育が必要となる業種の拡大

情
報
伝
達
の
強
化

ＳＤＳ等による通知方法の柔軟化

「人体に及ぼす作用」の定期確認及び更新

通知事項の追加及び含有量表示の適正化

事業場内別容器保管時の措置の強化

注文者が必要な措置を講じなければならない設備の範囲の拡大

管理水準良好事業場の特別規則適用除外

特殊健康診断の実施頻度の緩和

第三管理区分事業場の措置強化

2022(R4).5.31(公布日)施行
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2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行 2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行 2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2023(R5).4.1施行

2024(R6).4.1施行

2024(R6).4.1施行

https://cheminfo.johas.go.jp/support/schedule.html
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo44_1.html
https://cheminfo.johas.go.jp/step/2-1.html
https://cheminfo.johas.go.jp/step/2-2.html


リスクアセスメント対象物の取扱いと健康診断の流れ
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保護具着用管理責任者

化学物質管理者

衛生委員会の付議事項

管理体制など 健康診断の流れ

https://cheminfo.johas.go.jp/step/2-2.html
https://cheminfo.johas.go.jp/step/2-1.html
https://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo44_1.html


新しい化学物質管理における健康管理の仕組み
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＜現行＞ ＜新しい仕組み（令和６年４月～）＞

リスクアセスメント対象物
（安衛則第577条の2）

ばく露による健康障害リスクが許容できない
と評価された労働者に健康診断の実施義務

【実施頻度】リスクに応じ事業者が判断
【検査項目】医師等が判断

濃度基準値が設定されている物質

濃度基準値を超えてばく露したおそれ
がある労働者に健康診断の実施義務

【実施頻度】速やかに１度
【検査項目】医師等が判断

特別規則の対象物質
（有機溶剤、特化物、鉛、四アルキル鉛、石綿）

常時作業に従事する全ての労働者に
健康診断の実施義務

【実施頻度】６月ごと
【検査項目】各規則で定められた項目

特別規則の対象物質
（有機溶剤、特化物、鉛、四アルキル鉛、石綿）

常時作業に従事する全ての労働者に
健康診断の実施義務

【実施頻度】６月ごと
【検査項目】各規則で定められた項目

（特別規則の対象物質以外は
健康診断の実施義務なし）

変更なし

新たな
健診制度

（リスクアセスメント対象物以外は健康診断の実施義務なし）

第３項健診

第４項健診



新しい化学物質管理における健康管理の仕組みのポイント
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リスクアセスメントの結果、健康障害発生リスクが許容される範囲を超えると判断された
労働者は、健康診断の実施が義務。（第３項健診）

＜ポイント＞

・ 作業に従事する労働者全員が一律に健康診断の対象となるのではなく、健康診断
を実施するかどうかは、事業者が労働者ごとの健康障害リスクに応じて判断

・ 健康診断の検査項目は、医師等が対象物質の有害性情報をもとに設定

・ 健診の実施頻度は、事業者が医師等の意見をもとに健康障害リスクに応じて設定

濃度基準値がある物質について、労働者が濃度基準値を超えてばく露したおそれがある
ときは、速やかな健康診断の実施が義務。 （第４項健診）
※労働者がばく露する濃度は濃度基準値以下に管理する義務があるが、何らかの異常事態が生じて濃度基準値を超えてば
く露したおそれがある場合を想定

＜ポイント＞

・ 労働者が濃度基準値を超えてばく露したおそれがある場合は必ず実施する必要

・ 健康診断の検査項目は、医師等が対象物質の有害性情報をもとに設定

・ 濃度基準値を超えてばく露したおそれがあることが判明した場合は、合理的に実施
可能な範囲で、速やかに実施する必要



リスクアセスメント対象物健康診断の基本的考え方
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■ リスクアセスメント対象物健康診断は、事業者による自律的な化学
物質管理の一環として、化学物質のばく露による健康障害発生リス
クが高いと判断された労働者に対し、医師等が必要と認める項目に
ついて、健康障害発生リスクの程度及び有害性の種類に応じた頻
度で実施するもの。

■ 化学物質のばく露防止対策（工学的対策、管理的対策、保護具の
使用等）が適切に実施され、労働者の健康障害発生リスクが許容さ
れる範囲を超えないと事業者が判断すれば、基本的にはリスクアセ
スメント対象物健康診断を実施する必要はない。

■ ばく露防止対策を十分に行わず、リスクアセスメント対象物健康診
断で労働者のばく露防止対策を補うという考え方は適切ではない。



配置前・配置転換後の健康診断

◼ リスクアセスメント対象物健康診断には、配置前の健康診断は含まれていないが、
配置前の健康状態を把握しておくことが有意義であることから、一般健康診断で実施し
ている自他覚症状の有無の検査等により健康状態を把握する方法が考えられる。

◼ 遅発性の健康障害が懸念される場合には、配置転換後であっても、例えば一定期
間経過後等、必要に応じて、医師等の判断に基づき定期的に健康診断を実施すること
が望ましい。配置転換後に健康診断を実施したときは、リスクアセスメント対象物健康
診断に準じて、健康診断結果の個人票を作成し、同様の期間保存しておくことが望まし
い。

21



リスクアセスメント対象物健康診断の対象とならない労働者に対する対応

22

リスクアセスメント対象物健康診断の対象とならない労働者としては、以下が挙げられる。

① リスクアセスメント対象物以外の化学物質を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者

② リスクアセスメント対象物に係るリスクアセスメントの結果、健康障害発生リスクが許容される範
囲を超えないと判断された労働者

◼ これらの労働者については、安衛則第44条第１項に基づく定期健康診断で実施されている業務
歴の調査や自他覚症状の有無の検査において、化学物質を取り扱う業務による所見等の有無
について留意することが望ましい。

◼ 労働者について業務による健康影響が疑われた場合は、当該労働者については早期の医師等
の診察の受診を促し、また、同様の作業を行っている労働者については、リスクアセスメントの再
実施及びその結果に基づくリスクアセスメント対象物健康診断の実施を検討すること。

◼ これらの対応が適切に行われるよう、事業者は定期健康診断を実施する医師等に対し、関係労
働者に関する化学物質の取扱い状況の情報を提供することが望ましい。

◼ 健康診断を実施する医師等が、同様の作業を行っている労働者ごとに自他覚症状を集団的に評
価し、健康影響の集積発生や検査結果の変動等を把握することも、異常の早期発見の手段の一
つと考えられる。



労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）
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第577条の２ 事業者は、リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う事業場において、リスクアセスメントの結果等に基づき、労働
者の健康障害を防止するため、代替物の使用、発散源を密閉する設備、局所排気装置又は全体換気装置の設置及び稼働、作業の方法の改善、
有効な呼吸用保護具を使用させること等必要な措置を講ずることにより、リスクアセスメント対象物に労働者がばく露される程度を最小限
度にしなければならない。

２ 事業者は、リスクアセスメント対象物のうち、一定程度のばく露に抑えることにより、労働者に健康障害を生ずるおそれがない物として
厚生労働大臣が定めるものを製造し、又は取り扱う業務（主として一般消費者の生活の用に供される製品に係るものを除く。）を行う屋内
作業場においては、当該業務に従事する労働者がこれらの物にばく露される程度を、厚生労働大臣が定める濃度の基準以下としなければな
らない。

３ 事業者は、リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う業務に常時従事する労働者に対し、法第66条の規定による健康診断のほか、
リスクアセスメント対象物に係るリスクアセスメントの結果に基づき、関係労働者の意見を聴き、必要があると認めるときは、医師又は歯
科医師が必要と認める項目について、医師又は歯科医師による健康診断を行わなければならない。

４ 事業者は、第二項の業務に従事する労働者が、同項の厚生労働大臣が定める濃度の基準を超えてリスクアセスメント対象物にばく露した
おそれがあるときは、速やかに、当該労働者に対し、医師又は歯科医師が必要と認める項目について、医師又は歯科医師による健康診断を
行わなければならない。

～ 省略 ～

11 事業者は、次に掲げる事項（第三号については、がん原性物質を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者に限る。）について、一年
を超えない期間ごとに一回、定期に、記録を作成し、当該記録を三年間（第二号（リスクアセスメント対象物ががん原性物質である場合に
限る。）及び第三号については、三十年間）保存するとともに、第一号及び第四号の事項について、リスクアセスメント対象物を製造し、
又は取り扱う業務に従事する労働者に周知させなければならない。
一 第一項、第二項及び第八項の規定により講じた措置の状況
二 リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者のリスクアセスメント対象物のばく露の状況
三 労働者の氏名、従事した作業の概要及び当該作業に従事した期間並びにがん原性物質により著しく汚染される事態が生じたときはその

 概要及び事業者が講じた応急の措置の概要
四 前項の規定による関係労働者の意見の聴取状況

～ 以下省略 ～
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化学物質管理強調月間

＜目的＞

職場における危険・有害な化学物質管理の重要性に関する意識の高揚を広く
一般に図るとともに、化学物質管理活動の定着を図る

２月は

です。

職場の化学物質管理総合サイト「ケミサポ」

https://cheminfo.johas.go.jp/

https://cheminfo.johas.go.jp/


・治療と仕事の両立支援

https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp/
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治療と仕事の支援ナビ
https://chiryoutoshigoto.
mhlw.go.jp/

岩手県内の相談先一覧
 [219KB]

https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp/
https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp/


治療と仕事の両立支援カード

労働者 主治医企 業

①勤務情報提供書作成支援 ② 勤務情報提供書の提出

③ 主治医意見書の発行④ 主治医意見書の提出と
両立支援の申込

企 業 主治医

① 追加様式(勤務情報)の提出

② 追加様式(意見書)の発行

③ 追加様式の提出と
両立支援の申込

労働者

※必要に応じて、従来の、勤務情報提供書の提出及び勤務情報提供書に基づく主治医意見書の発行

２ 新たに追加されたスキーム

１ 従前からあるスキーム

「治療と仕事の両立支援カード」
労働者が主治医に自ら勤務情報を提供し、かつ、この情報に基づき 主治医が就業上の意見等を提示するための様式

（勤務情報提供書と主治医意見書の様式を一体のものとしたもの）

⓪両立支援の申し出

⓪両立支援の申し出

⑤両立支援プラン
の作成

④両立支援プラン
の作成

27
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新様式「治療と仕事の両立支援カード」

改訂ガイドライン（令和6年3月）に追加
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